
第１３８回簿記検定試験 

１級 出題の意図 

 

[商業簿記] 

（出題の意図） 

 第１３８回では、決算整理前残高試算表から、期末整理事項等にもとづいて決

算整理後残高試算表を作成する総合問題を出題しました。いくつか過去に出題

実績のない処理も出していますが、指示どおりに処理していけば、解答を導き

出せるようになっています。特定の領域に偏ることなく、幅広く学習し、一つ

一つの論点を確実に理解しておくことが重要です。また、設問によっては若干

計算に時間のかかるものもあるため、時間の割り振りも鍵になります。 

 今回の出題の主要論点は、次のとおりです。 

(1)為替予約の処理 

(2)売価還元法 

(3)貸倒引当金における過年度の誤謬の訂正 

(4)貸倒懸念債権に対する貸倒引当金の取崩 

(5)新定率法による減価償却費の計算 

(6)リース取引の解約とリース資産の除却 

(7)代用払込の認められる新株予約権付社債の新株予約権の行使 

(8)退職給付費用の計算 

 

[会計学] 

（出題の意図） 

 今回は、穴埋め問題が２問と、財務諸表表示問題が１問の、計３問を出題し

ました。 

 第２問では、初めて包括利益計算書を出題したため、面食らった受験生も多

かったと思いますが、その他包括利益の増減を、いつも出てくるその他有価証

券評価差額金と為替換算調整勘定に限定したため、計算としてはそれほど難し

くなく、よく考えて解答すれば、四角の中の文字や（ ）の中の数字は、容易

に見つけ出せると思います。しかし、財務諸表といえば貸借対照表と損益計算

書しか作成したことがないため慌ててしまうと、解答できなくなります。実務

では、連結包括利益計算書は必ず作成されているため、この機会に学習してお

くとよいでしょう。 

  第１問は、非常に基本的なところを聞いた問題であり、問題の数から見ても、

大量得点を狙えます。専門用語をきちんと覚えているか、またその漢字を正確

に書けるかが、合否の分かれ目になります。 



 第３問は、今まで計算問題として出題していた減損会計を文章問題として出

題したものであり、このような問題については、正確に解答してこそ意味があ

ります。計算はできるが、文章問題は解けないというのでは、もったいない限

りです。 

 もし第２問が解けなくとも、第１問と第３問が解答できれば、科目ごとの合

格基準に達することはできるでしょうから、日頃から基礎的な事項については、

きちんと頭の中に整理しておくことが必要です。 

 

[工業簿記] 

（出題の意図） 

 第１問は標準原価計算の計算、第２問は標準原価計算の理論からの出題でし

た。 

複数の原料を配合して製品を製造する企業においては、あらかじめ標準配合

割合が設定されます。第１問では、そのような企業を想定して、問１で原料勘

定の完成と購入原料価格差異、問２で原価標準、問３で原料消費量差異（配合

差異と歩留差異）、直接労務費総差異（賃率差異、能率差異、歩留差異）、製

造間接費総差異（予算差異、不働能力差異、能率差異、歩留差異）について問

うています。原料の購入原価の計算、能率差異と歩留差異の計算、原価標準の

意味については問題文と資料に指示があるので、それに従って解答すればよい

問題でした。 

 第２問は標準原価計算の勘定記入の方法を問うています。勘定記入の方法と

原価差異の把握方法（時点）とを混同しないように注意してください。また、

標準原価計算の目的の１つは原価管理にありますので、原価管理と責任会計に

おける管理可能性の基本的な考え方について理解してください。 

 

[原価計算] 

（出題の意図） 

 ２問とも直接原価計算に関する問題でした。 

第１問の文章は、『原価計算基準』の 30 です。問題文全体の記述から、直接

原価計算についての内容であることを把握できるかを問うた出題です。 

第２問は、直接標準原価計算の計算問題です。資料Ⅰで年間の利益計画を作

成した上で、資料Ⅱで月次の予算・実績差異分析をすることになる一連の流れ

を理解できていることが重要なポイントです。当月の実際販売量が予算を下回

ったため、直接原価計算では実際営業損失になりますが、在庫量増加の影響が

あり、全部原価計算では実際営業利益が計上できていたというストーリーの出

題でした。問２はいわゆる販売量差異ですが、実際販売量に見合う予算とは、



業績の良し悪しを判断するための業績測定予算である点にも注意してほしいと

ころです。問３は、単に差異分析の計算能力だけではなく、文章の読解力も問

うてみました。問４は、新たに全部標準原価計算で営業利益を算定することも

できますが、問３までの流れから、固定費調整で計算することが可能なことに

気づいてほしいという意図がありました。 

 

 


